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概要 

 小型漁船群をセンサネットワークのノードに見立て、携帯電話を用いて自動的に漁業情報を収集するシステムを開発し、

北海道の主要産業である沿岸漁業を対象とした海洋リアルタイムセンシング技術を確立する。加えて、水産資源量評価、

漁業情報提供のためのクラウド・コンピューティング技術を開発し、資源管理と漁業分析に資する空間情報の整備により

漁業者が容易に ICTの恩恵を受けられるユビキタスコンピューティング環境を構築する。 

 

１．まえがき 

地球温暖化や乱獲などの複合的な要因により、水産資源

量は減少し、魚類の個体サイズは小型化の傾向にある。加

えて、海水温が上昇し、漁業就業者数の減少と高齢化が進

むなど、水産業を取り巻く海洋環境、社会環境は大きく変

化しており、沿岸漁業は大きな転換期を迎えている。今後

は、水産資源を適切に保護し、計画的、かつ、効率的に漁

獲する沿岸漁業への移行が必要とされている。本研究開発

は、持続的な沿岸漁業を情報通信の観点から支援する技術

として、小型漁船が計測する漁業情報をリアルタイム、か

つ、自動的に収集し、水産資源量を評価する技術を確立し、

生産効率の向上と、適切な資源管理に基づく計画的な漁獲

による水産物の流通と漁家経営の安定化を図り、漁業者や

漁業協同組合だけではなく、水産試験場などの関係機関、

漁業者の家族を含めた沿岸漁業全体で取り組む ICT を活

用した資源管理型水産業の実現を目的としている。 

u-Japan政策が公表された 2004年、研究代表者らはレ

ジューム・シフトに強く、安定した生産を可能とする持続

可能な水産業の実現に向けて、ICTの未開拓分野であった

水産業に、はじめて ICT を導入した。北海道の主要産業

である水産業は、漁業者の暗黙知である勘と経験で支えら

れており、技術の継承のためにも、また、これまでに経験

したことのない海洋環境の変化に柔軟に対応するために

も、従来の競争型の漁業から情報を共有し活用する協調型

の漁業への変革が必要であった。研究代表者らの取り組み

は u-Japan 政策の波に乗り、沿岸海域にまで整備された

移動体通信環境とタブレットの活用により、ユビキタスネ

ットワーク社会が実現する沿岸漁業の未来の形として本

研究開発を推進することができた。本報では、対象とした

エビ漕ぎ網漁、タコ樽流し漁、カレイ刺し網漁のうち、主

に、エビ漕ぎ網漁について報告する。 

２．研究開発内容及び成果 

 本研究開発は北海道西部日本海の留萌沿岸をモデル海

域として実施した。留萌沿岸では、第 2 徳漁丸と第 8 長

栄丸の 2隻の小型漁船により、ホッコクアカエビ、トヤマ

エビなどがエビ漕ぎ網漁で漁獲されており、漁場は海岸線

から 40km 程度離れた海域となっている。エビ漕ぎ網漁

では、海洋情報の共有と、資源分布図の作成によりユビキ

タス漁業支援に取り組んだ。2隻の小型漁船にはモバイル

ルータを設置しており、携帯電話回線によりインターネッ

トへの常時接続環境を構築している。また、Wi-Fiのアク

セスポイントも設置していることから、タブレット端末を

小型漁船上で活用することが可能である。 

 エビ漕ぎ網漁は、数千 m のロープを掛けまわす漁法で

あり、潮流を考慮した操船が要求される。水面下の潮流を

計測するためには潮流計が必要であるが、高価な計器であ

ることから小型漁船には普及していない。潮流は海洋情報

の中でも、空間的、時間的変化の比較的小さい情報である

ことから、船団で操業を行う 1隻の小型漁船に潮流計を設

置し、計測した潮流情報を付近で操業を行う僚船が共有す

ることができれば、低コストで潮流を把握することができ、

操業効率が向上することが期待できる。そこで、第 2徳漁

丸に潮流計を設置し、1分毎の潮流情報を収集するセンサ

ネットワークシステムを構築した。また、収集した潮流情

報を閲覧するための iPadアプリケーションを開発し、第

8長栄丸は、第 2徳漁丸の潮流情報を活用することで、効

率的な操船を行うことができた。また、操船は潮流だけで

はなく風も考慮する必要があることから、第 2徳漁丸に気

象計を設置し、気象情報の共有も図った。船舶用の航海計

器、ならびに、漁船用の操業計器は、相互接続のための標

準規格（NMEA0183）でデータの入出力が行われること

から、潮流や気象に限らず、海洋情報をリアルタイムで共

有する海洋センシング技術を確立することができた。 

 センサネットワークシステムでは、GPS から出力され

る位置情報を 10秒毎に収集している。エビ漕ぎ網漁の航

跡は独特な菱形を描くことから、収集した位置情報を解析

することにより漁場を抽出することができ、漁獲量を重ね

合せることによって資源分布図を作成することが可能と

なる。図 1は漁獲情報をリアルタイムで収集することを目

的として開発した iPadアプリケーションとしてのエビ漕

ぎ網漁向けデジタル操業日誌である。魚種、規格別に 26

通りに漁獲物を分類しており、小型漁船上で打ち込んだ漁

獲情報はリアルタイムでサーバに送信される。 
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図 1 エビ漕ぎ網漁向けデジタル操業日誌 

 

 
図 2 資源分布図の活用例 

 

 図 2 は作成した資源分布図に小型漁船の航跡を重ねて

表示したものである。このように、地図上に資源分布図を

マップとして表示することにより、漁場選定を支援するこ

とが可能となった。資源分布図は面積密度法を用いて作成

している。この手法では、予め海域をグリッドに分割して

おき、抽出した漁場に重なるグリッドで漁獲物を按分し、

一定期間、例えば、月毎に各グリッドに含まれる漁獲物の

総量を求めることによって作成する。ここでは、経験的に

エビ漕ぎ網漁に適していると考えられる 500m×500mの

グリッドを用いた。また、資源分布図は図 2に示す平面的

なマップだけではなく、縦軸を分布深度、横軸を出現月と

するカレンダーとしての資源分布図の作成も行った。これ

らの結果、ホッコクアカエビが漁獲される際には、多様な

魚種が同時に漁獲され、ホッケ、ならびに、スケトウダラ

が漁獲される際には単一魚種となり、他魚種が殆ど含まれ

ないことがわかった。 

 資源分布図は、魚種、漁法を問わず位置情報と漁獲情報

から作成することができる。しかしながら、漁法により操

船の特徴が異なることから、漁場を抽出するアルゴリズム

は漁法によって異なる。本研究開発では、エビ漕ぎ網漁の

ほか、タコ樽流し漁、カレイ刺し網漁についても、面積密

度法を用いた資源分布図の作成を行った。カレイ刺し網漁

の航跡は直線を描くことから、エビ漕ぎ網漁と同様に緯度

経度の 2 次元座標を用いて漁場を抽出することができた。

一方、タコ樽流し漁は不規則、かつ、高密度の航跡を描く

ため緯度経度の 2 次元座標では重なった漁場を分離して

抽出することができなかったことから、時刻を加えた 3

次元座標として解析することにより漁場の抽出を行った。

開発したアルゴリズムを用いて位置情報と漁獲情報から

自動的に資源分布図を作成することができるようになり、

ユビキタス漁業支援技術を確立することができた。 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

本研究開発の成果である海洋センシング技術とユビキ

タス漁業支援技術は、エビ漕ぎ網漁、タコ樽流し漁、カレ

イ刺し網漁に限らず多くの沿岸漁業に応用が可能である。

例えば、北海道南部の福島町からは、底見漁で漁獲してい

るマナマコ、アワビ、ウニの資源分布図を作成することに

より資源保護、資源管理に活用するための研究開発を受託

した。また、要素技術の応用も拡がっており、輻輳海域で

ある大阪湾において、センサネットワークシステムにより

14 隻のサワラ流し網漁船の位置情報を収集し、抽出した

漁場を長距離フェリーの航海士にリアルタイムで提供す

ることで、安全な航路選定を支援する取り組みを開始した。 

さらに、水産業への ICT の導入と活用事例は全国でも

数少ないことから、本研究開発に対する民間企業からの問

い合わせは多く、複数の企業が研究代表者らとともにモデ

ル海域である留萌を訪問し、本研究開発の取り組みを視察

し、漁業者へのヒアリングを実施している。このように、

本研究開発の成果は新たな産業を創出する可能性を秘め

ており、これらの企業とともに事業化に結びつけたいと考

えている。 

４．むすび 
本報では、ユビキタスネット社会がもたらした沿岸漁業

の未来の形を紹介した。モデル海域である留萌では、30

代～70代の漁業者が iPadを活用しており、今日では漁港

で iPadを手に操業計画を打ち合わせる漁業者の姿を目に

することが珍しいことではなくなった。本研究開発は漁業

者の勘と経験を否定するものでは決してなく、勘と経験を

高度に利用することを目的として情報の活用を提案して

いる。ICTの導入により海洋環境や資源分布を可視化する

ことによって、漁業者にリアルタイムの情報を提供し、操

業の記録を残すことで勘と経験を数値化することができ、

技術の継承が可能となる。水産資源量の減少、漁業就業者

数の減少、高齢化が進むなか、水産資源の持続的な利活用

と効率的な漁獲を実現する ICT を活用した沿岸漁業は、

今後急速に普及するものと考えられる。 
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